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２. 日本の博物館の社会教育機関としての基本的要件を規定

・ 教育基本法に基づく社会教育法の特別法としての位置付けの継承

・ シンプルで包括的な定義

・ 博物館である要件を外形的要素から質的要素に転換

・ 質的要素を担保する博物館として必要な事業内容の明示

・ 発展的に事業を持続するために必要な組織・職員の構成

・ 専門(的)職員が司る（担う）基本的業務の明示

・ 設置、運営、現場実務それぞれの責任と役割の明示

ICOMでのミュージアム定義の見直し内容の参照

定義のキーワード：公共性・非営利性・包摂性など／保存活用・調査研究・教育・発信など

博物館の原則、関係者の行動規範（博物館倫理規定）の見直しと更新との連動

経営のガバナンス、運営のマネジメント、専門的オペレーションの位置付け整理

学芸員の業務領域の見直しと再整理

現行学芸員養成制度の課題と今後の方向性の整理と継続的検討の体制整理

２. 一定要件を備えた博物館を社会的に位置付ける（登録/認定/承認）制度の整備

・ 「相談」と「支援」による博物館全体の総合力を高める制度目的の明示

・ 名称独占に代わる新たな公的名称の設定

・ 位置付けに必要な基本的基準の整理

・ 制度を運用するための、国・地方自治体の役割の整理

・ 各博物館の持続的機能充実を担保するための定期的チェック体制の導入

・ 制度を運用する第三者機関の在り方の整理

参考となる海外の制度の参照

学芸員をはじめ博物館職員の人材育成・研修システムの検討

制度を持続的に実施・定着させるために必要な財源・人材の検討

３. 法改正への理解醸成、実効性の確保、多様化する役割へのリンク

・ 設置者、館種団体等からの充分な意見聴取と丁寧な情報提供・共有

・ 文化財保護法との有機的連携、文化芸術基本法等関連法規との役割分担

・ 「博物館の設置と運営に関する望ましい基準」の見直し

博物館の運営実態の把握と課題の抽出

全国博物館長会議ほか、フォーラム、シンポジウム等の開催・活用

倫理規定、望ましい基準等を含めた議論・検討の場の継続的確保

資料４



＊参考：博物館の運営現場の課題意識
（令和元年度博物館総合調査より 博物館部会資料から再掲）


